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第４章 許 可 及 び 不 許 可 

 

第１節 許可及び不許可の処分 

 

 

法 律 

（許可又は不許可の通知） 

【第 35 条】都道府県知事は、開発許可の申請があったときは、遅滞なく、許可又は不許可の処分をしな 

ければならない。 

２ 前項の処分をするには、文書をもって当該申請者に通知しなければならない。 

 

  本条は、開発許可に対する処分の迅速な処理と通知について規定したものです。 

  第１項は、処分を遅滞なく行うべき旨を定めたもので、喜多方市では次表のとおり標準処理日数を定め、

適正な（補正の必要のない）申請に対して迅速な執行を確保することとしています。 

   なお、申請書や添付書類に不備があった場合には、相当の期間内に補正することが求められ、補正に要し

た期間は処理日数に算入されません。 

   また、標準処理日数を経過したことをもって、直ちに行政事件訴訟法第３条第５項にいう、「不作為の違

法」に当たるものではありません。  

  第２項は、処分の通知について定めたもので、書面によらないでなされた処分は、無効となります。 

  また、不許可処分等が行われる場合には、その理由が書面で示されることとなります。 

  なお、申請内容の一部が開発許可基準に適合していない場合には、分割することが著しく不適当でない限

りその部分を除いた開発区域についてのみ許可されることもあります。 
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別 表 

番号 許 認 可 等 事 務 日 数 備  考 

１ 

都市計画法第２９条第１項の規定に

よる開発行為の許可及び同法第３４

条の２第１項の規定による協議 

第二種特定工作物に係るもの ５０ 
 

上記以外のもの ３０ 

２ 

都市計画法第３５条の２第１項の規定による開発行為の変更許可及

び同法第３５条の２第４項で準用する同法第３４条の２第１項の

規定による開発行為の変更の協議 

３０  

３ 
都市計画法第３６条の規定による開発行為の工事完了の検査及び検

査済証の交付並びに工事完了公告 
２０ 

他の法令による検査に

要する日数を除く。 

４ 
都市計画法第３７条第１号の規定による工事完了公告前の建築等の

承認 
２５  

５ 
都市計画法第４１条第２項ただし書（法第３５条の２第４項において

準用する場合を含む。）の規定による建築物の建築の特例許可 
２５  

６ 
都市計画法第４２条第１項ただし書の規定による予定建築物等以外

の建築物等の建築等許可 
２５  

７ 都市計画法第４５条の規定による開発許可の地位の承継承認 ５  

８ 都市計画法施行規則第６０条の規定による適合の証明 １５ 
他部局との調整に要す

る日数を除く。 

  注１ 処理日数は、受理日の翌日から、処分等の文書を申請者に発送若しくは手交した日までの期間とする。 

 注２ 処理日数には、申請の補正等に要する日数、「喜多方市の休日を定める条例」に規定する休日等は含まない。 
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第２節 許可の条件 

 

 

法 律 

（許可等の条件） 

【第 79 条】この法律の規定による許可、認可又は承認には、都市計画上必要な条件を附することができ 

る。この場合において、その条件は、当該許可、認可又は承認を受けた者に不当な義務を課するもので 

あってはならない。 

 

  本条は、開発許可を行う際に必要な条件を具体的に明記することができる旨を規定しており、喜多方市に

おいて許可する場合には、一般的に、工事施行中の防災措置、開発行為の適正な施行を確保するための条件

並びに当該開発行為を廃止する場合の災害防止に必要な条件が付され、さらには、個別具体的に都市計画上

必要な条件が付されることもあります。 

  しかし、条件は、都市計画上必要とされるもので、申請者の不当な義務とならない範囲に限られますので、

「市長が公益上必要と認めるときは、いつでも開発許可を取り消すことができる」とするなど、許可権者に

一方的な取消権を留保するようなものは付されません。 

 

第３節 建築物の制限 

 

 

法 律 

（建築物の建ぺい率等の指定） 

【第 41 条】都道府県知事は、用途地域の定められていない土地の区域における開発行為について開発許 

可をする場合において必要があると認めるときは、当該開発区域内の土地について、建築物の建ぺい率、 

建築物の高さ、壁面の位置その他建築物の敷地、構造及び設備に関する制限を定めることができる。 

２ 前項の規定により建築物の敷地、構造及び設備に関する制限が定められた土地の区域内においては、 

建築物は、これらの制限に違反して建築してはならない。ただし、都道府県知事が当該区域及びその周 

辺の地域における環境の保全上支障がないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可したときは、

この限りでない。  

 

１ 本条の趣旨 

    用途地域の定めのない土地の区域における開発行為について、将来の計画的な市街化を図る上で必要があ

る場合には、開発許可権者は、建築物の敷地、構造及び設備に関する制限を行い得るとしたのが、本条第１

項の規定の趣旨です。   

特に、許可時点では予定建築物の規模等が特定されない開発行為の場合に制限を定めます。 

２ 制限を定める時期 

    当該制限の指定は、許可の際（変更許可を含む。）に定められるもので、開発許可と関係なく第１項の規

定による制限を変更し、又は付加することはできません。 

    なお、当該制限の指定ができる許可には、法第 35条の２第１項の規定に基づく許可を含みます。 
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３ 制限の内容 

    当該規定による制限は、開発行為が行われる区域について、適当と認められる用途地域を想定し、当該用

途地域等に係る制限に対応する建築物の敷地、構造及び設備に関する制限を定めるもので、その内容は次の

ようなものです。 

 ⑴ 建ぺい率 

 ⑵ 容積率 

 ⑶ 建築物の高さ 

 ⑷ 壁面の位置 

 ⑸ 敷地の分割・統合の禁止等その他建築物の敷地構造、設備に関する制限 

４ 制限の効力 

  制限が定められた土地の区域内においては、これらの制限に違反して建築物を建築することはできません。 

  制限を受ける者は、開発許可を受けた者のみに限らず、当該制限の指定を受けた土地の区域内に建築しよ

うとするすべての者です。 

  制限の内容は、開発登録簿に登録されており、登録簿閲覧所で閲覧することができます。 

    なお、当該制限が定められた開発区域内の土地に、用途地域が定められた場合でも、許可権者が当該制限

を撤回するまでは、その効力は失われないこととなります。 

５ 例外許可 

  開発区域及びその周辺の区域における環境の保全上支障がないと認められる場合であって、当該建築物の

建築によっても、想定する用途地域に適合するものであるもの又は公益上やむを得ないと認められる場合に

は、例外的に当該制限を超える建築について、開発許可権者の許可を受けて行うことができます。 

 


